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○離島振興対策実施地域の概要

離島振興法による離島振興対策実施地域は、地域数 76 、指定有人離島数 261 となってお

り、面積は 5,255 k㎡ で全国面積の 1.39％、人口は 約43 万 4千人で全国人口の 0.34％を
占めている。

指定有人島数

面 積

（対全国比）

人 口

（対全国比）

関係市町村数

２６１

５，２５５ k㎡

（１．３９％）

４３４千人

（０．３４％）

１１０

２５５

４，８３８ k㎡

（１．２８％）

４２０千人

（０．３３％）

１０４

６

４１７ k㎡

（０．１１％）

１４千人

（０．０１％）

６

（注）１．指定地域は、25 都道県、110 市町村に関係する。
２．人口は、平成17 年国勢調査による。
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○人口

離島の人口は一貫して減少しており、その減少率は他の条件不利地域と比較しても大きく
なっている。

離島の人口及び全国の人口の推移

離島人口 対前5年比 全国人口 対前5年比

昭和 35年 923,062 94,301,623

昭和 40年 837,949 -9.2% 99,209,137 5.2%

昭和 45年 736,712 -12.1% 104,665,171 5.5%

昭和 50年 666,341 -9.6% 111,939,643 7.0%

昭和 55年 630,538 -5.4% 117,060,396 4.6%

離島人口の増減率の内訳

-2.00%

-1.50%

-1.00%

-0.50%

0.00%

0.50%

1.00%

離島人口の増減率の内訳

（出典）離島統計年報

（注）１ 総人口に対する比率

（注）２ 平成14年度の社会減少の拡大は、
池島炭鉱閉山による

（出典）国勢調査

2

昭和 55年 630,538 -5.4% 117,060,396 4.6%

昭和 60年 597,487 -5.2% 121,048,923 3.4%

平成 2年 546,505 -8.5% 123,611,167 2.1%

平成 7年 509,105 -6.8% 125,570,246 1.6%

平成 12年 472,312 -7.2% 126,925,843 1.1%

平成 17年 433,827 -8.1% 127,767,994 0.7%

離島 過疎 奄美 半島 沖縄 全国

人口減少率

H2 ～ H7 ▲ 6.8% ▲ 5.2% ▲ 4.9% ▲ 1.7% + 4.2% + 1.6%

H7 ～ H12 ▲ 7.2% ▲ 5.4% ▲ 2.6% ▲ 2.3% + 3.5% + 1.1%

H12 ～ H17 ▲ 8.1% ▲ 5.4% ▲ 4.4% ▲ 3.7% + 3.3% + 0.7%

自然増減率 社会増減率 増減率

-4.50%

-4.00%

-3.50%

-3.00%

-2.50%

-2.00%

S44 S47 S50 S53 S56 S59 S62 H２ H５ H８ H11 H14 H17
（年）



○人口構成と高齢者比率

人口構成については、離島は全国と比べ、若年層の比率が低く、高齢者の比率が高い。
また、離島の高齢者比率は他の条件不利地域と比較しても高くなっている。

年齢別・男女別人口構成 （平成17年）

70-74
75-79
80-84
85-89
90-94
95-99
100-

70-74
75-79
80-84
85-89
90-94
95-99
100-

男 女
歳 歳

高齢者比率

33 .0%

30 .2%

27 .7% 27 .5%

25 .8%

29 .5%29 .4 %

25.0%

30.0%

35.0% H7年 H12年 H17年

（注）高齢者比率は全人口に対する６５歳以上人口の比率

離島 全国

（出典）

離島データについては離島統計年報（速報値）、

全国データについては国勢調査
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○高等学校卒業者の進学・就職状況

離島における高等学校卒業者が減少する中で、島内就職者の割合は、約１割で横ばいと
なっている。島外就職者の割合は減少傾向にあるものの、島外へ進学する者の割合は増
加傾向にある。

年 卒業生総数
就職 進学

その他
島内 島外 島内 島外

人 Ｓ６０ 7,650 740 3,934 12 2,402 562

Ｈ２ 5,698 499 2,449 8 1,359 1,383

Ｈ７ 5,033 686 1,437 18 2,015 877

（注）離島に所在する高等学校を卒業した者の数値。 （出典） 離島統計年報
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5,033 686 1,437 18 2,015 877

Ｈ１２ 4,164 489 938 9 1,881 847

Ｈ１７ 3,624 428 738 6 1,677 775

％ Ｓ６０ 100.0 9.7 51.4 0.2 31.4 7.3

Ｈ２ 100.0 8.8 43.0 0.1 23.9 24.3

Ｈ７ 100.0 13.6 28.6 0.4 40.0 17.4

Ｈ１２ 100.0 11.7 22.5 0.2 45.2 20.3

Ｈ１７ 100.0 11.8 20.4 0.2 46.3 21.4



○財政力指数

離島及び全国の市町村の財政力指数の推移

離島市町村の財政力指数は全国と比べて低位にとどまっている。また、離島を有する主
要な都県についても、東京都を除くと、財政力指数が低い。

離島を有する主要都県の財政力指数及び同都県に
おける離島市町村の財政力指数

財政力指数

都県

平成19年度の
財政力指数 平成20年度

離島公共事業
予算に占める割合

都県 離島市町村

0.24

0.42 0.42 0.40

0.52 0.53

0.4

0.5

0.6
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※離島の財政力指数は全部離島市町村で計算

※離島市町村の財政力指数は、全部離島市町村で計算

島根県
0.24
（47位）

0.14 5.4%

長崎県
0.29
（44位）

0.22 26.2%

鹿児島県
0.31
（39位）

0.19 15.6%

新潟県
0.43
（26位）

0.21 11.6%

東京都
1.32
（1位）

0.29 18.7%

年度

※ 財政力指数は，次の算出方法によった。
[(前々年度基準財政収入額／前々年度基準財政需要額)
＋（前年度基準財政収入額／前年度基準財政需要額）＋
（当年度基準財政収入額／当年度基準財政需要額）]／３

0.19 0.18 0.19 0.21 0.22

0

0.1

0.2

0.3

H2 H7 H12 H17 H19

全国

離島



○公共事業予算

離島の公共事業予算は、平成21年度では、ピークだった平成 9年度と比べて約40％と
なっている。

離島公共事業予算の推移

1,746
1,634 1,679 1,713

1,588
1,414

1,310
1,217

1,096
955 876

779 712500

1,000

1,500

2,000

億円

※平成13年度の離島分の減少は、紀伊大島、蒲刈群島、越智諸島の一部、蠣ノ浦大島の一部の解除が主要因
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年度

年度

712

0

500

H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21

離島と全国の公共事業予算対前年度比の比較

80%

90%

100%

110%

H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21

全国 離島



○医師数・歯科医師数・病床数

人口 10 万人当たりの常勤医師数、常勤歯科医師数（平成 18年）

離島 119.3 人 ( 55% ) 41.9 人 ( 55% ) ※出典「離島統計年報」

人口10万人当たりの常勤医師は、全国で217.5人に対し、離島は119.3人と全国の55％
程度にとどまっている。また、常勤歯科医師についても、全国で76.1人に対し、離島は
41.9人と全国の55％程度にとどまっている。また、病床数について、離島は全国の81%
となっている。

常勤医師数 常勤歯科医師数

離島 119.3 人 ( 55% ) 41.9 人 ( 55% )

全国 217. 5 人 76.1 人 ※出典「医師・歯科医師・薬剤師調査」

人口 10 万人当たりの病床数（平成 18年）

離島 1,028 床 ( 81% )

全国 1,273 床

※出典「離島統計年報」

※出典「医療施設調査」
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○産業分類別就業者数

離島の産業分類別就業者数の推移(構成比)

20%

40%

60%

80%

100%

離島の産業分類別就業者数の推移

産業分類別就業者数の推移をみると、全国では第１次、第２次産業が減少し、第３次産業が増加する傾向
にあるが、離島においては、全ての産業分類で減少傾向にあり、特に第１・２次産業の減少が著しい。また、
その構成比をみると、離島は全国に対して、第１次産業の割合は依然として高いものの、減少傾向にある。

38% 34%

20%
21%

21% 21%

42% 45% 49% 53%

140

60

80

100

120

(千人)

121

97
80

6064 61
57

134 131 133
122第３次産業

第１次産業

第２次産業

122

51
18%

58%

9% 7% 6% 5%

0%

20%

Ｓ60 H2 H7 Ｈ12

第３次産業

第１次産業

第２次産業

0%

20%

40%

60%

80%

100%

Ｓ60 H2 H7 Ｈ12

全国の産業分類別就業者数の推移 全国の産業分類別就業者数の推移(構成比)

38% 34% 30% 26%

33% 34% 32% 30%

58% 59% 62% 65%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

5,412 4,391 3,820 3,173

19,334 20,548 20,247
18,571

33,444
36,421

39,642 40,485

第１次産業

第２次産業

第３次産業

S60 H2 H7 H12

(千人)

（出典）どのグラフも離島統計年報及び国勢調査（H17離島データは速報値）8

40

57
47

第２次産業

S60 H2 H7 H12 H17

37

H17

41,329

16,065

2,966

Ｈ17

Ｈ17

24%

5%

27%

69%

(建設業を含む)

(年度)

(年度)



○主要な産業の就業者数
主要な産業の就業者数の推移をみると、農業・漁業の離島における落ち込み方は全国のそれよりも著
しい。建設業については、全国・離島ともに、Ｈ７年度以降減少傾向にある。第３次産業については、全
国が増加を続ける一方、離島は減少となっている。

134 131 133

122 122

100

120

140

160
（千人）

33,444

36,421

39,642 40,485
41,329

30,000

35,000

40,000

45,000

離島における主要な産業の就業者数の推移 全国における主要な産業の就業者数の推移

（千人）
第３次産業 第３次産業

9

66

50
42

29 27

53
46

38
31

2331 31 32 29
23

0

20

40

60

80

100

S60 H2 H7 H12 H17

4,851
3,919 3,426 2,852 2,703

421 365 308 253 216

5,266 5,842 6,631 6,290
5,392

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

S60 H2 H7 H12 H17

（出典）離島統計年報、国勢調査（出典）離島統計年報、国勢調査

農業

農業

漁業

漁業

建設業

建設業

(年度)(年度)



○農林水産業生産額

農林水産業生産額の推移をみると、農業、林業、水産業ともに減少傾向にある。特に、水
産業においては、水産資源の減少、国際的な漁業規制の強まり等によって減少幅が大きく
なっている。なっている。

4 066
4,500 

（億円）
離島における農林水産業生産額の推移 農業

林業

3 044

3,901 
4,066 

3,236 3,500 

4,000 

林業

水産業

農林水産業計

2,827 
3,044 

2,336 

1 938

2,651 

2,199 
2,025 

2,500 

3,000 

1,014 936 860 

1,938 

1,558 
1,417 

1 000

1,500 

2,000 

691 628 594 

60 87 40 23 13 13 

0 

500 

1,000 

（出典）離島統計年報
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○情報通信施設の整備状況

○離島におけるブロードバンドの整備状況

島内全域で整備 島の一部地域で整備

光ファイバー ２１島／２６１島（８．０％） ３５島／２６１島（１３．４％）

ＡＤＳＬ ５８島／２６１島（２２．２％） ２４島／２６１島（９．２％）

ケーブルインターネット ３１島／２６１島（１１．９％） ３島／２６１島（１．１％）

ブロードバンドが島内全域に整備されている島は約１／３となっている。

また、地上波デジタル放送対応済みの島は約５割となっている。

（平成２１年６月時点）

ケーブルインターネット ３１島／２６１島（１１．９％） ３島／２６１島（１．１％）

いずれかの方法でブロードバンドが島内全域にて整備されている島・・・９４島／２６１島（３６．０％）

いずれかの方法でブロードバンドが島の一部地域でのみ整備されている島・・・５５島／２６１島（２１．１％）

いずれかの方法でもブロードバンドが全く整備されていない島・・・１１１島／２６１島（４２．５％）

○地上波デジタル放送への対応状況

対応済みの島・・・１２３島／２６１島（４７．１％）

まだ対応していない島・・・１３７島／２６１島（５２．５％）

※長崎県海栗島のみ不明

※長崎県海栗島のみ不明

（平成２１年６月時点）

11



○観光客数と延宿泊者数

観光客数と延宿泊者数の推移をみると、減少傾向にあるものの、近年は減少に歯止めがか
かっている。

12 747
14,000

（千人） 離島の観光客数及び宿泊者数の推移

12,747

10,996
11,610

10,733
10,262

10,000

12,000

7,276
8,311

7,689 7,824
7,204 7,260

6,085

6 000

8,000

4,068

4,796 4,874 4,638

4,000

6,000

観光客数

延宿泊者数

0

2,000

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H18
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（出典）離島統計年報

※観光客数は船舶、航空機の利用から集計したものである。

香川県与島を除く。


